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本自動車会議所は7月4日、東京・港区の日
本自動車会館「くるまプラザ」会議室で、平

成30年度第1回道路・環境委員会（委員長＝桝野龍
二・全日本トラック協会理事長）を開催した。今回
の委員会は、昨年3月の政府の「働き方改革実行計
画」に基づき、本年5月、自動車運送事業の長時間
労働是正に向けた計画が決定されたことを受けて開
催された。国土交通省自動車局総務課企画室長の谷
口礼史氏より説明を受け、当計画について意見交換
を行った。当委員会では、引き続き当テーマについ
て動向を把握し、必要な対応を協議していく。

Ⅰ．谷口企画室長説明概要

１．自動車運送事業の働き方改革
　トラック、バス、タクシーなどの自動車運送事業
の働き方をめぐる状況は以下の通り。
　①平均労働時間は、全職業平均と比較して約１～

２割長い。
　②平均時間外労働時間は、全職業平均と比較して

約２～３倍長い。
　③所得は、労働時間が長いにも関わらず、全職業

平均と比較して約１割～３割低い。
　④人手不足は年々深刻化しており、有効求人倍率

は全職業平均の約２倍。
　⑤平均年齢は、全職業平均と比較して、車種によ

って約３～17歳高く、若者の雇用の促進が課題。

　⑥女性比率は全職業平均の１割未満と低い。
２．働き方改革をめぐる政府の動き
　政府は昨年３月28日、働き方改革実現会議（議長・
安倍晋三首相）で、残業時間の罰則付き上限規制な
どを盛り込んだ「働き方改革実行計画」を決定し、
本年６月29日、労働基準法改正法などの関連法が成
立した。
　当実行計画は、長時間労働の是正に向けた残業時
間の上限規制と、非正社員の待遇改善を図る「同一
労働同一賃金」が２本柱。残業時間については、繁
忙期も含めた年間の上限を「720時間（月平均60時
間）」、きわめて忙しい１カ月の上限を「100時間未
満」とすることなどを盛り込み、残業時間に初めて
法的な強制力がある規制を設ける。
　人手不足が深刻な運送業と建設業については、規
制の適用を５年間猶予し、５年後に運送業は「年
960時間（月平均80時間）」、建設業は原則として一
般の業種と同じ規制を設けることなどを盛り込んだ。
　現在、当計画に沿って、特にトラック運送事業に
ついて、事業者、荷主、関係団体等が参画して実施
中の実証事業を踏まえてガイドラインを策定すると
ともに、関係省庁と連携して、①下請取引の改善な
ど取引条件を適正化する措置、②複数のドライバー
が輸送行程を分担することで短時間勤務を可能にす
るなど生産性向上に向けた措置、③荷待ち時間の削
減などに対する荷主の協力を確保するために必要な
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め、訴求に努力する。本年秋頃に会議体を設置し、
順次、運動の深化・拡大を図っていく。
　「ホワイト物流」の運動では、主に荷主と元請事
業者への働きかけが重要となる。あわせて、荷待ち
時間の削減に向けては、荷主の理解と協力を得なが
ら、取引慣習上の課題も含め、サプライチェーン全
体で解決を図るべきと考えている。その前提として、
荷主・事業者ら関係者間で、荷待ち実態のコンセン
サスを形成することが必要。加えて、輸送品目ごと
の課題を抽出し、改善策の実施に当たっては長時間
労働・取引環境改善に向けて各都道府県で発荷主・
着荷主とトラック事業者が参画して実施しているパ
イロット事業から得られたノウハウを活用していく。

Ⅱ．意見交換

　講演後の意見交換では、出席委員から「労働生産
性の向上を計る基準を明確化し施策を進めることが
重要」、「自動車運送事業運転者の立場に立った労働
環境の是正が必要」などの発言が相次ぎ、委員会は
閉会となった。

措置や支援策――の実施に取り組んでいる。
３．自動車運送事業の長時間労働是正に向けて
　本年５月30日、政府は前述の実行計画に基づき「自
動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会
議」を開催し、「自動車運送事業の働き方改革の実
現に向けた政府行動計画」＝当ページ「概要」参照
＝を決定した。
　当計画には、昨年８月の関係省庁連絡会議で策定
した63の「直ちに取り組む施策」に新規の施策を加
え、88の施策を盛り込んだ。荷主や物流事業者およ
びそれぞれの業界団体、国交省、農水省、経産省な
ど関係省庁や労働組合などが幅広く連携し、自動車
運送事業運転者の長時間労働是正を目的に、労働生
産性向上と女性や高齢者を含む多様な人材が活躍で
きる労働環境の実現に取り組むための運動を推進す
る。
　今後は関係者との調整を速やかに進め、「『ホワイ
ト物流』実現国民運動（仮称）」を立ち上げる。「ホ
ワイト物流」の目指すところは、荷主と事業者だけ
でなく、消費者である国民も含んでいる。宅配便の
再配達削減などは、広く国民の理解が必要となるた


